
※本内容は令和７年３月２８日時点での令和６年度分の計画です。 （単位：千円）
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交付対象経
費

国のR5補正予
算分

（交付限度額
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（推奨事業メ
ニュー分）
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 550,590  530,150  -  47,824  -  171,000  6,704  -  156,638  141,160  6,824  - - 20,440

1 R5_補正 低所得

R5住民税均等
割非課税世帯
支援事業【R6
重点交付金】

47,824 47,824 - 47,824 - - - - - - -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　3792世帯×70千円　　のうちR６
計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（3792世帯）

R6.1 R6.5

2 R5_予備(※)一体支援

給付金・定額
減税一体支援
事業【R6重点
交付金】

177,704 177,704 - - - 171,000 6,704 - - - -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　753世帯×100千円、令和６年
度非課税化世帯　287世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課
税化世帯　208世帯×100千円、子ども加算　514人×50千円、定
額減税を補足する給付の対象者　7911人　(185500千円）　　のう
ちR６計画分
事務費　6704千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1248世帯）、定額減税を補
足する給付の対象者数（7911人）

R6.6 R7.3

3 - - - - - - - - - - - - - - - -

4 - - - - - - - - - - - - - - - -

5 - - - - - - - - - - - - - - - -

6 - - - - - - - - - - - - - - - -

7 R6_補正 低所得

令和６年度低所
得世帯支援及
び不足額給付
分の一体支援
事業【R6重点交
付金】

147,984 147,984 - 141,160 6,824 - -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4500世帯×30千円、子ど
も加算　308人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　6824千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4500世帯）

R7.3 R7.4以降

8 - - - - - - - - - - - - - -

9 - - - - - - - - - - - - - -

10 - - - - - - - - - - - - - -

11 R6_補正 推奨事業

ココシル上天
草ポイント還
元事業【R6重
点交付金】

31,914 31,914 - - - - - - 31,914 - - - - -

①令和5年度に導入した地域共通デジタルポイント「ココシル上天
草」を活用し、登録店舗での利用に対してポイント還元を行うこと
により、資金の域外流出を防ぎ、持続可能な形での市内事業者
の売上げの下支えを行うとともに、引き続き物価高の影響を受け
て経済的負担が増している市民生活を支えるもの
②ココシル上天草ポイント還元事業委託料
③総額200,000千円の利用に対して一律10％のポイントを還元
　還元ポイント分　200,000千円×10％＝20,000千円
　決済手数料　　7,954千円
　運営事務費　　2,200千円
　システム運営費　　1,760千円
④市民

R7.3 R7.4以降

12 R6_補正 推奨事業

ＬＰガス価格高
騰対策支援事
業補助金【R6重
点交付金】

40,880 20,440 - - - - - - 20,440 - - - - 20,440

①エネルギー価格の高騰が続く中、国による直接的な支援が行
われていないＬＰガス使用世帯（事業者を除く。）の負担を軽減す
るため、熊本県の物価高騰対応生活者支援交付金を活用し、熊
本県ＬＰガス協会を通じて市内のＬＰガス使用世帯へ給付金を支
給するもの
②ＬＰガス価格高騰対策支援事業補助金
③給付金（6,576世帯×5,000円）＋事務費（8,000千円）
　※対象世帯数は熊本県ＬＰガス協会調べ（H30年度）。
　　 給付単価は過去5年間のLPガス平均消費量×価格上昇額×
6か月分により算出。
　（事務費内訳）
 　人件費(熊本県ＬＰガス協会) 144,720千円
 　管理運営費（コールセンター、設備機器リース、広報費等）
80,740千円
 　振込手数料　133,430千円
 　システム構築等 10,810千円
 　郵便代　46,231千円
 　業務管理費　134,069千円
 　事務費合計550,000千円のうち本市負担分8,000千円
　※事務費については、県内事業実施市町村で、支援世帯数で
案分し負担。
　※熊本県物価高騰対応生活者支援交付金充当額　20,440千円
④上天草市内LPガス使用世帯（6,576世帯）

R6.8 R7.4以降

13 R6_補正 推奨事業

天草エアライン
運航維持確保
応援金【R6重点
交付金】

1,011 1,011 - - - - - - 1,011 - - - - -

①物価高騰等の影響を受け、利用者離れにより旅客需要が低迷
し経営状況が逼迫している天草エアライン(株)に対して、資金不
足・累積赤字増大の状況に陥ることを防ぎ、天草地域のライフラ
インの一つである空の交通を維持・確保するため、熊本県・上天
草市・天草市・苓北町により支援を行うもの
②天草エアライン運航維持確保応援金
③総事業費39,254千円を熊本県（1/2）、地元市町（残りの１/２を
地元市町で協議した割合：上天草市5.15％）で負担
　39,254千円×１/２×5.15％＝1,010,790円≒1,011千円
④天草エアライン(株)

R7.3 R7.4以降

14 R6_補正 推奨事業

農業用物価高
騰対策緊急支
援事業補助金
【R6重点交付
金】

37,300 37,300 - - - - - - 37,300 - - - - -

①農業生産に係る資材価格高騰が続き、農畜産物の販売額には
容易に転嫁できずに農業経営を圧迫していることから、農業者の
負担軽減及び農業生産の継続のため、農業生産に係る肥料等
の経費について、支援を行うもの
②農業用物価高騰対策緊急支援事業補助金
③令和6年確定申告等の肥料費・飼料費・諸材料費・動力光熱水
費の合計額の10％（上限300千円）を補助
（積算根拠）
　300千円×79経営体＝23,700千円
　250千円×14経営体＝3,500千円
　200千円×20経営体＝4,000千円
　150千円×20経営体＝3,000千円
  100千円×31経営体＝3,100千円
④市内農業者及び市内に本社を置き農業経営を行う法人で、 令
和6年に100万円以上の農畜産物の販売収入があり、確定申告
又は市県民税申告をした者で、令和7年も同様の農業経営を行
い、今後も農業生産を継続する者

R7.3 R7.4以降

15 R6_補正 推奨事業

漁業用物価高
騰対策緊急支
援事業補助金
【R6重点交付
金】

2,885 2,885 - - - - - - 2,885 - - - - -

①漁業に係る石油製品資材価格の高騰が続き、加えて魚価の低
迷が経営を圧迫していることから、漁業経営の安定化のため、漁
業者が出荷する際に使用する魚箱や石油製品資材について、支
援を行うもの
②漁業用物価高騰対策緊急支援事業補助金
③漁箱　30円/個（値上がり分）×84,633個（前年度購入実績）＝
2,538,990円≒2,539千円
　石油製品資材　10％（値上がり分）×456,359円（前年度購入実
績）＝45,636円≒46千円
　事業推進費　100千円×3漁業組合＝300千円
④市内漁業者

R7.3 R7.4以降

16 R6_補正 推奨事業

漁業経営セーフ
ティーネット構
築事業補助金
（燃油）【R6重点
交付金】

10,793 10,793 - - - - - - 10,793 - - - - -

①燃油価格の高騰が続く中、国が推進する漁業経営セーフティ
ネット構築事業への加入を促進し、漁業者の負担軽減及び経営
安定を図ることを目的として、漁業者が負担する積立金を補助す
るもの
②漁業経営セーフティネット構築事業補助金（燃油）
③21,584,094円（積立金額）×1/2（補助率）＝10,792,047円≒
10,793千円
④漁業経営セーフティネット（燃油）に加入する市内漁業者

R7.3 R7.4以降

17 R6_補正 推奨事業

運送事業者燃
料高騰に係る事
業継続支援助
成金【R6重点交
付金】

30,000 30,000 - - - - - - 30,000 - - - - -

①燃料価格が高騰する中、その高騰分を運賃等へ転嫁すること
が難しい上天草市内の運送事業者の負担軽減及び安定的な事
業運営を図るため、物価高騰相当分の支援を行うもの
②運送事業者燃料高騰に係る事業継続支援助成金
③令和6年12月から令和7年3月までのうち、連続した3か月の燃
料費の20％（上限1月当たり50千円/台）を補助。ただし、事業用
車両（緑・黒ナンバー）に限る。
　　最大50千円×200台×3か月＝30,000千円
④市内運送事業者

R7.3 R7.4以降

18 R6_補正 推奨事業

公衆浴場等エ
ネルギー価格
高騰対策支援
金（健康増進施
設）【R6重点交
付金】

3,183 3,183 - - - - - - 3,183 - - - - -

①エネルギー価格の高騰が続く中、住民の健康の増進のために
必要な公衆浴場等の経営安定を図るため、公衆浴場法第1条第1
項に規定する公衆浴場等のうち健康増進施設を運営する事業者
に対し、電気、ガス、燃料費等の価格高騰の影響を受けている経
費の増加分について、支援を行うもの
②公衆浴場等エネルギー価格高騰対策支援金（健康増進施設）
③（44,900千円（R5年度実績）－41717千円（Ｒ3年度実績））×
10/10（補助率）＝3,183千円
④公衆浴場等（健康増進施設）を運営する事業者

R7.3 R7.4以降

19 R6_補正 推奨事業

公衆浴場等エ
ネルギー価格
高騰対策支援
金（社会福祉施
設）【R6重点交
付金】

725 725 - - - - - - 725 - - - - -

①エネルギー価格の高騰が続く中、住民の福祉の向上のために
必要な公衆浴場等の経営安定を図るため、公衆浴場法第1条第1
項に規定する公衆浴場等のうち社会福祉施設を運営する事業者
に対し、電気、ガス、燃料費等の価格高騰の影響を受けている経
費の増加分について、支援を行うもの
②公衆浴場等エネルギー価格高騰対策支援金（社会福祉施設）
③（7,398千円（R5年度実績）－6,673千円（Ｒ3年度実績））×
10/10（補助率）＝725千円
④公衆浴場等（社会福祉施設）を運営する事業者

R7.3 R7.4以降

★★令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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Ａ
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Ｂ２ Ｂ３ Ｂ６

20 R6_補正 推奨事業

社会体育施設
エネルギー価格
高騰対策支援
金【R6重点交付
金】

1,037 1,037 - - - - - - 1,037 - - - - -

①エネルギー価格の高騰が続く中、市民の体力の向上と健康の
増進、住民福祉の増進のために必要な社会体育施設の経営安
定を図るため、社会体育施設を運営する事業者に対し、電気代
の価格高騰の影響を受けている経費の増加分について、支援を
行うもの
②社会体育施設エネルギー価格高騰対策支援金
③大矢野総合スポーツ公園（5,172,692円（R6年度見込）－
4,789,530円（Ｒ5年度実績））×10/10（補助率）＝383,162円≒384
千円
　松島総合運動公園（8,808,435円（R6年度見込）－8,155,959円
（Ｒ5年度実績））×10/10（補助率）＝652,476円≒653千円
④体育施設を運営する事業者

R7.3 R7.4以降

21 R6_補正 推奨事業

住宅用省エネ
ルギー設備設
置費補助金【R6
重点交付金】

2,000 2,000 - - - - - - 2,000 - - - - -

①エネルギー価格高騰に歯止めがかからない中、家庭における
エネルギーの安定的な供給並びにエネルギーの利用の効率化
及び最適化を図ることで生活者支援につなげるため、住宅用省エ
ネルギー設備の設置に要する経費を補助するもの
②住宅用省エネルギー設備設置費補助金
③太陽光発電システム50,000円×5件
　 家庭用燃料電池システム100,000円×1件
　 定置用リチウムイオン蓄電システム100,000円×16件
　 住宅用エネルギー管理システム10,000円×5件
④市民

R7.3 R7.4以降

22 R6_補正 推奨事業

子育て世帯就
学・進学応援給
付金【R6重点交
付金】

15,350 15,350 - - - - - - 15,350 - - - - -

①物価高が続く中、子どもの成長に伴って経済的負担が特に増
加する小中学校入学（就学・進学）時の支援として、令和7年度に
小学校又は中学校に入学予定の児童を養育する子育て世帯へ
給付金を支給するもの
②子育て世帯就学・進学応援給付金
③小中学校の入学準備（ランドセル、制服、体操服等の購入）で
一般的に必要とされる費用（100千円）の1/2に相当する額50千円
を定額支給
　50千円×令和7年度小学1年生（見込）137人＝6,850千円
　50千円×令和7年度中学1年生（見込）170人＝8,500千円
④令和7年度に小学校又は中学校に入学予定の児童を養育する
上天草市内に住所を有する保護者等（生活保護受給世帯を除く）

R6.11 R7.4以降


